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1．はじめに
中東イスラーム世界の女性イメージとしては、「男性優位」「女性隔離」
r非生産的」などの偏見が流布されており、一夫多妻制度、女性のヴェー
ルはもちろんのこと、統計上の識字率および経済活動率の低さなどを介し
て、これを証拠だてる一般的傾向がある。『世界の女性2000：動向と統計』
を刊行した国際連合事務局によれば、女性の経済活動率は、北アフリカ29
％、西アジア33％であり、世界の女性の場合に比して低位を占めている。
ちなみに男性のそれは、77％、83％となっている。さらにこれらの事実を
裏付けるものとして、「そこでは文化的・社会的要素が女性の家庭外での
就労を阻害する傾向にある」（1）という解説が付加される。ところで既存の
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研究は、公的部門を中心とした政府統計にもっぱら依存してきたが、看過
されてはならないのは実体経済と公式的な統計の間にはおびただしい乖離
が存在するという事実である。このような事実に照らしてみた場合、この
種の統計のみに依存する判断には、かなりの誤差が認められるのである。
たとえば社会主義的な経済政策を採っているシリアにおいてさえ、フォー
マル・セクターに対し、政府が掌握できない部分と位置づけられているイ
ンフォrマル・セクターの割合は、50％を越えているという事実が報告さ
れている。（2）
このような状況の中でアメリカは、2004年に自由、民主主義、経済発展
を柱とする「拡大中東構想」を提示している。（3）ただしこの提案は、理想
的な美辞麗句に溢れているが、現地の実情とかけ離れた要素が多いことに
は否定の余地がない。この構想を成就させるための重要な要因として、例
えば「女性のエンパワーメント」の案件も含まれているが、それが実際に
当該地域における女性の貧困化の緩和策として、どの程度有効であるかと
いう点に関しては多くの疑問がある。女性のエンパワーメントの問題は、
現地の文化的、社会的背景を考慮に入れない、国際的基準と謳われる画一
的なジェンダー論に基づいて取り扱われるのが一般的である。しかしそも
そもジェンダーとは、それが埋め込まれている社会の諸特性と深く関連し
ており、国、時代、環境等の相違によりそれぞれ異なった特性をもつもの
である。とにかく既成概念を前提としたこのような構想がアラブ紙に報じ
られると、当該社会の人々は強い不快感を表明した。つまりあらゆる改革
は、単なる外部からの押し付けではなく、人々自身による、身の丈にあっ
た自己改革でなければならないが、提示されているものが自分たちの心性
そめものにそぐわないことを、彼らは直感的に認識しているのである。本
稿では、地域の社会的、文化的伝統を考慮しない開発プログラムの実施に
より、人々の貧困化が進行する状況における女性労働の動向を概観し、そ
の問題点を検討することにする。
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他の多くの場合と同様、中東諸国にとっても最大の関心事は経済発展の
問題である。そして本稿では、経済の現状と女性労働とが、いかに関連し
ているかという問題についての分析に焦点を当てることとする。それに際
しては先ず本稿の対象となるエジプトの、近年の歴史を概観する必要があ
るであろう。第2次世界大戦後この国は、ナセル革命（1952年）によって
独立を達成し、ナセル大統領は人々の生活水準の向上や、貧困からの脱出
を図る改革に着手した。この改革は、当初多くの国民の積極的な参加によっ
て幸先のよいスタートを切ったが、後に国際関係によって致命的な障害を
与えられることになる。平均して10年に1度の割合で発生するイスラエル
との間の中東戦争は、この国の戦費を増大させる一方で、その結果自国の
経済は破産状態に追い込まれたのである。ナセルを継いだサーダート
（1970年）は、それまでのナセルの社会主義的計画経済から、市場開放へ
と政策転換を行った。それにより第1に、これまでの公的部門重視から私
的部門へと政策の重点を移行させ、同時に公企業の数を増大させた。しか
し後者は、政治家や官僚による公企業の私物化を促す結果となっている。
第2にこの開放政策は、先進諸国およびそれらの企業からの投資を期待す
るもので、免税を中心とした対外的な優遇政策が試みられたが、海外の民
間企業からの投資はほとんど実現せず、西側政府、国際機関からの援助が
ほとんどであった。これらの援助が閉塞状態にあったエジプト経済を潤し
たのも事実であったが、とりわけアメリカの積極的な経済援助は、軍事援
助と抱き合わせの政治色の強いものであった。このアメリカの財政援助は、
エジプトが対イスラエル強硬路線を変更した第4次中東戦争直後の、1973
年から顕著となっている。（4）
サーダート暗殺の後、政権を継承したムバーラクの下で1980年代後半に
入ると、世界的な不況がエジプト経済をも直撃し、債務の利子支払いにも
困難を極めるようになった。こうした状況にあったエジプトに対し、アメ
リカが要請したのは構造調整と経済再生プログラムである。さらに経済危
機に対処するために、IMFと世界銀行が貸与したのは、マクロ経済の成長
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と安定を意図する構造調整融資であった。要するにこれによって公企業の
民営化、農地法、借家法、労働法等の改正、および人権擁護を名目とする
さまざまなレベルでの援助機関の介入がもたらされることになったのであ
る。（5）
アメリカの対外援助のなかでイスラエルについで2番目に多いエジプト
は、1975年から1985年の10年間にその援助総額は87億米ドルに上り、その
結果1990年に入るとエジプトは世界最大の累積債務国の一つとなった。こ
の債務は、湾岸戦争で多国籍軍に参加するという政治的行動により、アメ
リカ、サウディアラビア等により免除され、同時にIMFの債務も帳消し
にされた。このようにアメリカの被援助国であるエジプトは、湾岸戦争直
後に債務免除を受けたが、更なる徹底的な構造調整を強力に推進せざるを
えない状況におかれた。
1993年に包括的経済改革、および構造調整計画の中で開始された民営化
に関して、IMFは公企業の民営化の速度が遅いとして1996年、再度エジプ
ト政府に対し民営化促進、輸出奨励、外資誘致等を要請している。（6）この
ようなIMFの構造調整プログラムは、現在も進行中であるが、とりわけ
公的部門である銀行、保険、通信、製薬部門の民営化に焦点が置かれてい
る。90年代後半において、保険部門の80％が四つの国有企業で占められ、
残りの20％は国とアメリカ企業とのジョイント・ベンチャーとなっていた
が、民営化に移行される場合、そこで雇用されている1万4000人の処遇が
国内での大きな関心事となった。地方での保険業務は公企業であったが故
に発展したが、銀行、製薬、通信部門においても民営化に伴い、高度に熟
練した技術者や専門知識を持っている者以外には、雇用機会は期待できず、
その結果失業者の増大がもたらされた。エジプシャン・ガゼット紙によれ
ば、アフマド・ナズィーフ内閣の雇用促進担当大臣であるアフマド・エル＝
アマウイは、とりわけ若い労働力を吸収する場のない現状を踏まえて、次
のような発言を議会で行っている。（7）「内戦終結後のスーダンでは、投資
プロジェクトに期待が高まっている。この好機を逃さず、わが国の200万
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を超える失業中の若者にはスーダンで就業することを勧める」。内戦によ
り破壊されたスーダン経済を再建するという、実効性を持つには時間を要
する外国の投資プロジェクトにたいして、エジプト人を失業対策として就
業させるというこのような安易な発言に、人々の批判が高まっている。ま
た外国人労働力の受け入れでは開放政策を採用する政府は、高度の熟練者
ではない一般のエジプトの労働者をスーダンに移住させ、一方で優秀なスー
ダン人を地方の投資プロジェクトに参加させる政策を決定したという。ち
なみに統計によれば、1988－1998年の労働力は、年平均52万3千人の増大
をもたらしたが、過去10年聞における新たな雇用創出は年平均43万5千人
であった。なお失業率は1990年の8％から1995年に11％と増大し、2002年
には9．9％と推移している。（8）
ナズィーフ内閣は、税制改革をはじめとする積極的な経済改革を推進中
であるが、ここでその一部を紹介してみよう。最近政府は600万の政府系
公的セクター労働者に、20％の社会手当を支払う決定を行った。（9）この賃
上げは、ここ数年間の急激な物価上昇対策として、貧困層の増加、窮乏の
限界による不満の表面化の兆しへの対応であり、低賃金にあえぐ公的セク
ターの労働者にとっては、20％の賃金上昇をもたらすことになる。これに
対して2004－2005年度国家予算はGDPの10％に当たる赤字を出しており、
この財政逼迫がナセル革命以降施行されてきた補助金プログラムの再考を
強いることになる。このプログラムは、低所得者を対象とする教育、交通
サーヴィスおよび基本的食糧、生活必需品に対する助成により、価格を安
価に抑えることを目的としている。現在配給カードの恩恵を享受している
4000万に及ぶ人々は、基本的食糧および生活必需品を市場価格以下で提供
されているが、ナズィーフ首相は低所得者への補助金プログラム検討会議
を開催し、その中で補助金プログラムの効率性についての議論を行った。
そこでは補助金の恩恵を受ける必要のない人々をリストから削除する、補
助金受給者リストの改変が検討されている。それに加えて金融大臣アドバ
イザーのアブドゥル・ファッターフ・エル＝ゲバリは、補助金システムの
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期間を限定することを強調している。上述した直接的助成は、2004－2005
年度の国家予算では1560億LEを占めているが、現金支給システムの導入
によって、さらにインフレが助長される危惧があり、その上昇率は12％に
達するとの予測も出始めている。確かに貧困対策としてさまざまな検討と
試みがなされてはいる反面、食糧品のなかで庶民にとってとりわけ重要な
パンの補助金カットも検討されている。例えばパン屋の経営者から、パン
製造とその販売を分離させる案が浮上しているのである。助成を受けた小
麦粉を、市場価格で販売する不心得な経営者を懸念して、パンの製造と販
売を分離させるというのがその理由である。しかし果たして助成システム
の抜け道を徹頭徹尾塞ぐ政策が、実効性のある経済改革、貧困対策といい
うるであろうか。（lo）
翻って冷戦後のグローバリゼーションの実態とは、既存の経済構造を大
きく変更し、市場経済を拡大、浸透させることであった。そしてそれによっ
て強化された国際的な富の集中化は、先進国と途上国の格差と同時に、国
内格差をも一段と拡大しているのである。これまでの南北問題は今や南々
問題、北々問題へと分化、拡散しているのである。国際機関等による開発
援助は、途上国の経済発展に寄与するよりも、むしろ多大な問題を作り出
す結果になっているが、エジプトもその例外ではない。現在では、エジプ
トで上述のような格差が顕在化しており、構造調整の進展が、大多数の弱
者の切り捨てを招来している。つまり市場経済の成果を配分することによ
り、生活の豊かさを実現するシステムは、とりわけ先進国の少数者にのみ
利益をもたらし、その反面で大多数にたいする社会的公正の実現を、かつ
てないほどなおざりにする結果をもたらしているのである。（1D
以上経済的発展の途上にあるエジプトにおける、開発の実情について一
瞥した。つまり構造調整政策は、一部の富裕層には有利に働き、そこから
の税収の増加などにより、政府の財政状況は一時的に改善されるものの、
他方では次のようなことが危惧されるのである。例えば製薬業の民営化は
世銀の要請でもあるが、政府の補助金により安価に抑えられていた薬価は、
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特許料などが反映されるため高額となり、貧困層には入手困難となる事態
が生じている。つまり生活必需品等に対する政府の補助金でかろうじて生
活を維持してきた貧困層は、補助金の削除により、食糧をはじめとする生
活必需品の著しい物価上昇に遭遇し、その上公共サーヴィスの縮小による
社会福祉水準の低下により、困難な生活を強いられることになる。（12）結果
的に巨万の富を持つ少数者と大多数の貧困者の問には、日々開発貧困の特
徴である格差の拡大が進行している。IMFや世銀および先進諸国により計
画された改革の構想と、実体との乖離が進展しているエジプトでは、人間
の基本的生存にかかわる生活基盤までもが崩壊される傾向にある。市場優
先の消費経済の浸透により、既存のサステナブルな地域経済は疲弊し、共
同体における融通無碍な相互扶助といった地域の社会的、文化的伝統を無
視した、外からの画一的な開発計画の一方的な押し付けにより、人々の貧
困は年々深化の一途を辿っているのである。
2．女性の経済活動
難題が山積しているエジプトの経済状況について概観したが、実質賃金
の低下や他の要因が複雑に重なっている深刻な経済状況の中で、顕在化し
ているのは賃金格差である。熟練者と非熟練者、高額所得者と低所得者を
はじめとして、男女間の賃金格差も拡大しているが、そこには本質的な個
人の生産力、あるいは遂行能力が、収入にほとんど反映されていないとい
う事実が伺われる。例えばr世界経済フォーラム」における女性のエンパ
ワーメント調査は、経済活動参入、雇用機会、政治的エンパワーメント、
教育の達成、健康と福祉の5項目に関するジェンダー・ギャップを示して
いるが、調査58ヵ国中、エジプトは最下位に位置しているとの分析がある。
一般的な傾向として、経済発展と女性の地位の向上とは、比例する関係に
あるとされている。つまり経済発展に伴って、女性労働力の需要が高まり、
それが女性を家庭の外に引き出すことになり、性別役割分業が進化してい
一ll7一
藤田純子
くという説明がなされる。そもそもジェンダーとはそれが埋め込まれてい
る社会の諸特性と深く関わっている筈であるが、女性のエンパワーメント
が問題とされる際に基準となる指標は、フォーマル・セクターにおける就
労率、収入の多寡、及びこのセクターヘの参入条件となる教育の習熟度と
いった、画一的なものに過ぎないことが問題なのである。（13）
この章では女性の経済活動についての検討を行うが、まずフォーマル・
セクターでの実態について概観してみよう。
（1）フォーマル・セクター
女性労働に言及するにあたり、女性の教育を概観してみたいと思う。歴
史的には、19世紀末から20世紀にかけて盛り上がったイスラーム復興運動
は、女子教育の必要性を訴えた。20世紀初頭におけるクッターブ（宗教教
育）で教育をうけた者のうち、1割は女性であった。また1928年には女子
学生がカイロ大学に入学している。その後、ナセル革命（1952年）以降、
男女平等の原則が基本的に貫徹され、教育部門においても、全国民に教育
を開放し、教育の機会均等化、無料化が実現された。とりわけ大学教育の
整備をはかった結果、女性の大学在学者数は1981年から1998年にかけて19
万5千人から59万3千人へと約3倍増となっており、全学生の中で女性は
4割を占めるようになった。このような教育面の整備と同時に法的整備は、
女性の社会進出に大きく貢献している。（14）
例えば1962年の『国民憲章』では、法の下での男女平等を確認し、「労
働は女性の権利であり、女性のために雇用機会と環境を整備することは社
会の義務である。そしてこの機会は常に女性を保護することを支援し、女
性の尊厳を守る」と謳っている。（15）この憲章に先行する59年の労働法令91
号は、男女が平等に働く権利と男女同一賃金を規定している（130条）。ま
た危険な業務の就業禁止、50日間の出産休暇、保育施設設置（女性従業員
100人以上）等により母親である労働者の保護を確保し、先ず公的部門で
適用され、ついで民間にも拡充されていった。法令91号を発展させた1978
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年（公務員）から1981年（民間部門・法令137号）にかけての法改正は、
2年間の育児休業を3回、出産休暇は3ヵ月を3回取得することを可能に
した。（16）エジプト労働法に関しては、特に以下の2点を指摘しておきたい。
第1に雇用平等原理を考える上で、保護と平等の規範的相関関係の把握は
非常に重要であるが、エジプト労働法は平等の実現には保護が不可欠であ
るとの観点に立脚している。第2にエジプト憲法の原則は、シャリーア
（イスラム法）に抵触する国家原則は無効であることを基本としている。（17）
つまり人間の等位性あるいは等価性、差異性、関係性を強調するシャリー
アは、当然のことながら男女の平等を保証しているが、男女の差異性はそ
のまま肯定され、両者は異なった存在として明確に区別されると同時に、
互いに相補的な位置にあることが認められている。具体的に家庭の中での
関係は、独自の関係性の視点から、男性は夫、父、息子として、他方女性
は妻、母、娘として存在しているため、それぞれ権利に関しては平等であ
るが、具体的な役割、仕事については、基本的には分業が一般化されてい
る。外部での労働、買い物等は男性の仕事とされるが、家事・育児は女性
にとっての専権的な仕事であるという認識が強い。この点に関しては、後
に細かく触れることにする。
上述のような法的整備、および高等教育の進展が、女性の就労を促進し
たことには疑いはない。1962年のヘクマト・アブジード家族問題担当大臣
誕生以降、内閣には必ず女性閣僚が存在し、2001年現在、全閣僚に占める
女性の割合は6．1％に及んでいる。さらに専門職・技術職に占める女性の
割合は30％、とりわけ外交官における女性比率は日本に比べ高水準である
が、これらの女性が未だ少数派であることは否めない。（18）
ところで中流下層家庭においては、息子たちを、職業学校に通わせ、手
に職をつけることに専念させる。また娘たちには高校、大学と高等教育を
受けさせて、公企業などの政府機関に就職させる傾向が一般的であるとい
われている。（19）しかし経済的不況の中で、家族の一員を教育するため女性
が労働市場に参入する例は少なくない。積極的な教育政策により、15歳以
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上の非識字率が低下してきているとはいえ、女性の55％、男性の33％と依
然として高い水準にある理由としては、貧困による小学校中退者などの増
加が考えられる。家計を支えるために、中退者の多くは、後述するように、
インフォ」マル・セクターに参入しているのである。
経済状態が逼迫する中で、公的部門における大卒者の完全雇用の原則は
停止せざるを得ない状況にあり、80年代後半から新卒者の就職待機が続い
ている。政府は、新卒者の雇用を男女合わせて11万人から3万人へと縮小
したため、卒業後5年間の待機期間を経なければ公的機関での就業は望め
ない。高等教育機関からの新卒者の数が、毎年約30万人を越えるという厳
しい現状を考えると、今後の失業問題の深刻さは容易に推測されよう。ち
なみに政府雇用のもたらす人件費は、1990年の22．1％から2001年の27．7％
へと増大しており、公的支出の24％を占めるに至っている。他方国営企業
の雇用は、雇用者全体の9．7％（1990年）から2001年の5．9％へと減少して
いるのである。（20）
ちなみに1986年の政府統計によれば、15歳以上の女性の労働力は150万
人、その55％は公的部門で働いていたが、さらなる構造調整の一環で行わ
れた公的支出の削減が、多くの女性の失業者を輩出していることは、次の
資料に明らかであろう。女性の失業率は1990年14．4％から2001年23．8％と
激増しているが、これは男性の4倍にも相当する。ILOの統計によれば、
女性失業者は75万人（1999年）にも及んでいる。新規大卒者の大半は採用
されず、失業者に加えられるのである。つまり女性の失業率増大は、女性
大卒者の増加にもかかわらず、政府雇用の後退に起因するという説明がな
されるのである。（21）
またアメリカ主導の国際機関の指導により、国営企業の民営化が推進さ
れることによって、新たな問題が生じている。上述したような銀行、保険、
通信、製薬などの国営企業の民営化に伴い・，8万人の女性が失業を余儀な
くされ、とりわけ金融部門は、民営化に際して、女性雇用の場をほとんど
提供しなかったのである。女性労働者は、出産に伴う休業、育児休業2ヵ
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年、および3ヶ月間の休業給付金の支給を保証されていることは既に述べ
た。女性従業員100人以上を雇用している事業所において、保育施設の設
置を規定している法令137号が遵守されているのは、該当事業所の約2割
にすぎない。また女性が20時以降の夜間労働を行った場合には、事業主は
自宅までの安全な交通手段を確保しなければならないが、その履行は政府
系17．3％、公的部門68．1％、民間部門9．4％と徹底されていない点が報告さ
れている。（22）民間企業による女性労働力受け入れ忌避の傾向が改善される
ことは、当面期待できない。やむなく中・小民問企業に就労する女性の多
くは、高等教育を受けているにもかかわらず、お茶くみ、コピー作成、掃
除などの仕事を要請されることが多く、退職に至る事例が多々報告されて
いる。（23）この社会では、とりわけお茶くみといったサーヴィス分野の仕事
は、女性ではなく男性の仕事とされているのである。
総じて民問企業側は、人件費が高くつくとして、女性の採用に消極的で、
むしろ男性を選好する傾向にある。アフラーム紙によれば、就労別女性労
働統計では、公的部門は41％と減少しているにもかかわらず、私的部門が
20％と低位にあるのは、インフォーマル・セクターが35％と第2位で、こ
のセクターへの参入者が増加しているからであると分析されている。（24）ち
なみに1999年の政府統計によれば、女性の主要な就業状況は農業31．7％、
教育22．4％、行政・国防10．8％等である。別の統計では、教育、福祉、保
健医療といった領域に集中して就業している女性は、例えば教員の40％、
看護師の68％、医師の27％を占めている。このようなジェンダー別の、専
門化現象も存在している。（25）
以上、フォーマル・セクターに伺われる女性労働の実態について言及し
たが、雇用創出に当たってのジェンダー・バランスの観点からみても、財
政支援策が急務であることは否めない事実である。総じてこれらの問題は、
ジェンダーの問題であると同時に経済、労働市場、「開発」の問題といわ
ざるをえないであろう。
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（2）インフォーマル・セクター
国民の大半が貧困を余儀なくされているエジプトでは、その他のイスラー
ム世界の場合と同様、多くの女性たちは生計を支えるためにインフォーマ
ル・セクターに参入している。インフォーマル・セクターとは、他の文化
圏においては、資本主義経済の裏側に当たる闇経済、中古品、二流品など
を扱う経済を意味するが、当該社会におけるそれは大きく性格を異にする・
ものである。それは政府がその活動の実態を把握しうるフォーマルな領分
に対して、政府が把握し得ない部門と位置づけされている。それは闇経済
とは異なる、この地域に独特な伝統的経済システムに属するものであり、
闇の経済といった後ろめたい性格のものではなく、むしろ西欧的な経済的
慣行が輸入される以前には、こちらの方が主流を占めていたセクターであ
る。これは重要な問題であるが、本稿のような小論が論じきれる問題では
ないので、ここでは割愛せざるをえない。
当該社会における女性たちは、小商い、下働き、出稼ぎ、家事手伝い、
洗濯、清掃、ゴミ収集および再利用のための選別といった仕事をはじめと
して、美容師、縫い子等、小規模で国家の徴税の及ばないさまざまな内職
などに従事している。これらの仕事の実態は、しばしば余りにも零細であ
るために政府機関の捉えきれるものではなく、従ってインフォーマルな活
動の領域に入れられる。（26）
ダイアナ・シンガーマンの調査によれば、女性は主要収入源としてフォー
マル部門を選好する傾向にあり、それは教育レベルとの相関関係が高いと
いう。それは社会的地位、適切な仕事時間が生み出す余暇、産休や保障等
の充実が主たる理由となっている。全体的に見て女性の収入源は、フォー
マル部門1に対し、インフォーマル部門6．77である。しかし2次的収入源
は、男女ともに圧倒的にインフォーマル部門が多い。大部分の人たちは主
要収入の補助としてインフォーマル部門で働いており、人口の半数はイン
フォーマル・セクターに経済的支援を求めている。この部門は、決して周
縁的とはいえない位置を占めているのである。（2了）
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しかし低所得階層の既婚女性は、安定した公企業で就労する場合におい
ても、低い賃金のため被服費、交通費などの出費が大きな負担であると感
じている。低所得層の住む地域では、通勤に1～2時間要するのは一般的
であるので、日々の食料品の購入は当然手近だが、高価な自由市場で行わ
ざるを得ない。低所得層の女性は、高額な出費を避け地域の政府系市場で
の助成食料品を購入することにより、家族の食費の3分の1が節約できる
ため、自分自身の家事労働、子供の世話などを有利に行う道を選んで、イ
ンフォーマル・セクターに参入する。家庭責任と賃金労働との両立を可能
にするインフォーマル・セクターを選好する事例を挙げているホーマ・フー
ドファーは、その理由を機会費用によって説明している。つまり生業維持
のためには、公企業での就労が生み出す賃金、保障、社会的地位など貧し
い国家からの援助を期待するよりも、家事労働や子どもの世話などが可能
となる、現実の時間や生活を重視する選択が行われるのである。家事労働
の問題については、さらに後に言及する。（28）
フォーマル・セクターを断念した女性たちは、さまざまな工夫、考案に
より収入の道を探し求めることになる。例えば鶏の飼育や、野菜作りなど
の自作物の余剰品を、庭先で販売していささかの収入を得るといったこと
は、この社会ではごく当たり前なのである。そのような場合ゆがんだトマ
トや、大小入り混じった人参など、流通市場では規格外のものがよく見か
けられる。規格の規制が存在しない市場において、それぞれの商品はそれ
ぞれ固有の顔をもって店先に姿を現す。それらは訪れる客の多様な欲求と
結び付けられて、売買が成立する。そこには経済的貧困が深化する中で生
産と消費が結びつき、浪費を極力避ける人々の英知が存在しているのであ
る。
次に指摘に値するのは、「講」のような互助システムとして存在するイ
ンフォーマル貯蓄協会、「人民銀行」とでも呼ばれる組織体であろう。伝
統的に一家の扶養者としての男性は、フォーマルな銀行、ないしは他の財
政機関を身近なものとしているが、当該社会の「人民銀行家」には女性が
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多い。女性たちは近親者、友人、同僚など身近な親しい関係者間での小金
の貯蓄、運用の方法としていわゆる「人民銀行」を立ち上げ、運営し、同時
に利用する。各会員は胴元に定期的に一定額を拠出し、胴元は集まったお
金を会員に順次融資する。r講」は利潤を求める組織ではないので、参加
者は特に見返りを求めず、利用者も利子を支払う必要はない。こうして蓄
積された資産は還流し、再投資される。それは土地の購入費、家の建設費
および補修費、商品の購入、婚資金あるいは結婚資金、起業への投資等に
充当され、生活水準の向上に役立つことになる。しかしこれら草の根の金
融活動は、国民経済には表れてこないし、信用貸しの財源、あるいは貯蓄
の方法としては言及されることがきわめて稀である。つまりフォーマルな
銀行、政府の統制、税の管理下の外にあるこうした互助組織は、80年代、
90年代の構造調整により、共同体の中で新しい重要性をもつようになった。
つまり生活は逼迫し、貯蓄が減少した庶民にとり、「講」は鍵となる財政機
関としてのサーヴィスを担っているからである。（29）
以上インフォーマル・セクターにおける経済活動の実態の一部に触れた。
当該社会では、資本主義経済のもとでの雇用創出がほとんど不可能に近い
状況にあるため、慎ましやかなインフォーマル経済が、労働市場への新規
参入者に常時仕事を提供し続けているのである。その際インフォーマル・
ネットワークは、各家庭、ならびに家庭相互の連結、連帯をもたらし、さ
らにその輪は近隣の商店、市場、工場、学校、政治家、行政の窓口などに
もおよび、困難な経済状況の中で人々の生活を最低の部分で救う、セーフ
ティー・ネットの機能を果たしているのである。（3。）
当然のことながらインフォーマル・セクターは、国家のシステム化には
服さない、労働法の支配が及ばない活動であるが、これは多くの民衆にとっ
て、経済的・精神的両側面における生活維持のための、掛け替えのないセー
フティー・ネットなのである。そのような意味でこれは国家のシステムを
補完するものでもあるが、ほとんどの場合専門家たちはこの現実をまった
く軽視して、ただそのフォーマル化の必要性だけを強調する嫌いがある。
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問題なのは、このような片手落ちの開発観である。今求められているのは、
インフォーマルな部分にいかに正しい光を当て、それを活性化するかとい
う視点なのである。
3．マイクロ・クレジット
近年貧困層を支援する組織が、無担保で小額を融資するマイクロ・クレ
ジット事業を展開しているが、本項ではその活動について述べることにす
る。
（1）グラミン・バンク
1970年代に貧困層の自営・所得向上を支援して、無担保で小口融資を行
う民間団体が登場した。バングラデシュの農村開発NGOである
BRACや、グラミン銀行の活動などがそれである。グラミシ銀行は、バン
グラデシュのムハンマド・ユヌス博士が始めたものであり、それが用いて
いる手法であるマイクロ・クレジットとは、小口融資を意味する。1971年
に独立を勝ち得たものの、世界最貧国の位置に甘んじなければならなかっ
たバングラデシュでは、人口の半数以上を土地なし貧困層が占め、彼らは
地主のもとで農作業を行い、辛うじて生計を立てていたが、農閑期には毎
年のように飢餓にさらされた。家財道具を処分したり、高い金利で借金を
せざるをえない状況が、ますます彼らの貧困度を深めていった。担保物件
を持たない女性たちは、民間の金融機関からの融資は不可能なため、高利
貸しに依存せざるをえなく、それを元手にした収入も利子を差し引くと手
元にほとんど残らない状況にあった。1972年に留学先のアメリカから帰国
したユヌスは、留学中に勉強してきた欧米流の経済理論と、自国の経済状
況との乖離に疑問を抱くようになり、そこで試みに自分の所持金から貧困
女性たちに少額を貸し始めたのである。その結果彼女たちは、小商いをす
るなどして元手を増やすと同時に、全員が借金を返済した。彼女らは、自
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身の技能を生かして生計を立てたいという強い願望を持っている。問題は、
自分たちで元手を調達できないことにある。この事実を理解したユヌスは、
1976年「グラミン銀行プロジェクト」を立ち上げたが、これは彼が保証人
となることにより、融資を行う銀行が現れたからであった。このプロジェ
クトは、次第に中央銀行や国際機関の支援のもとに多くの県にまで拡大し
ていった。この試みは、無担保で融資を行うだけでなく、貧困層が所有す
る銀行を目指したため、政府の認可を得るには困難を極めたが、1983年に
60％の政府出資で、土地なし貧困層のための銀行rグラミン銀行」が政令
によって発足した。この組織の運営には、最高経営者のユヌスの思想が色
濃く反映されているが、徐々に政府の出資比率も減少し、最近の報告では
5％以下となっている。（31）
この銀行の特徴は、その高い返済率にあるであろう。グループ連帯保証
制、村内銀行業務、毎週の返済などの独特な貸付方式をとりながら、1988－
92年における返済率は95％に及んでいる。高い返済率の背景には、次のよ
うな事実も存在している。農村貧困層が融資を元手に起業し、そこに生ず
る利潤や自営の労働所得の累積を介して、貧困緩和を目指すこのシステム
の融資の一部が、インフォーマル金融に又貸しされ、それで利ざやを稼ぐ
例もある。（32）このような事例はともかくとして、ユヌスは「貧困層も適切
な資金と機会が与えられれば、自らが経済活動の主体として地域経済に寄
与する潜在的な力を持っており、開発のパートナーになりうる」（33）、とい
う強いメッセージを発しているのである。この銀行は現在200万人以上の
会員を有し、さらにグラミン・トラストという形態をとって発展し、その
事業展開は世界規模に及んでいる。
（2）エジプトにおけるマイクロ・クレジット活動
このようなマイクロ・クレジット方式は途上国ではもとより、欧米の先
進諸国にまで拡大している。1997年にはワシントンで100ヵ国の政府、
N’GOおよび国際機関が参集したrマイクロ・クレジット・サミット」が
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開催されている。（34）このように途上国であるバングラデシュを起点として、
世界へと拡大しているマイクロ・クレジット事業は、本稿の対象地である
エジプトにおいても、さまざまな試みがなされている。政府関連では、社
会開発基金（SFD）が、世銀および国連開発計画の政策の下で、1991年の
法令により設立されているが、その趣意は地方のコミュニティーの開発、
および民営化ゆえに解雇された数千人の労働者にたいして仕事を創出する
に当たり、イニシアティブを取ることにある。理事長のナズィーフ首相は
じめ、理事はユースフ・ガリ金融大臣など閣僚が名を連ねており、当然の
ことながら、外国政府、地域内および国際機関からの財政援助を受けてい
る。
ところでこの基金に関する中央審査機関（CAA）の報告には、以下の
ようなものがある。この基金の融資には13％に及ぶ法外な利子が課されて
おり、それを受けた者の中には、元本はもとより利子さえも返済できない
といった借り手が増加している。困窮した借り手の中には、借金返済のた
め盗みを働き収監される事例まで報告されている。さすがに基金は、この
利率を若干抑えざるを得なかったが、高額な人件費や赤字のでる見本市、
及び会議には多額の出費をする一方、失業中の若者への融資は縮小すると
いった、芳しからぬ事実が指摘されている。このような政府系マイクロ・
クレジット事業は、意志決定者たちの資質ゆえに、貧困対策として必ずし
も功を奏していないのである。（35）
次いでエジプトで筆者が調査を行った、無利子で活動を行い、成功モデ
ルとして評価の高い「ファトヘト・ヘイル」（FathetKheir）というNGO
について触れてみよう。（36）1999年、カイロ近郊のムカッタムに創設された
この組織は、その優れた活動ゆえに、ジョンズ・ホプキンズ大学公衆衛生
学部コミュニケーション・プログラム・センターからも表彰され、国際的
にも注目を浴びている。1992年にカイロは、地震に襲われている。被害を
受けた地域の約50万の難民化した人々を救済するために、政府はムカッタ
ムに集合住宅を建設した。そこに移り住んだ人々の多くは1日1米ドル以
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下の生活を余儀なくされ、さらに異なった地域の被災者が一ヵ所に集めら
れたという状況下で、この地にこれまでと同じようなコミュニティーを再
建し、調和ある地域社会の生活を再生することは至難の業であった。住民
は日々の生活を生きるのに精一杯といった貧困下で、隣人との親和性、相
互扶助、連帯といった共同体本来の姿を取り戻すことができず、貧困な状
況をさらに深める一方という状況にあった。この地域は女性世帯主の割合
が高く、スラムや貧しい農村、都市出身者が多く、人々の経歴は一様でな
く、かつ非識字率が高い等の特徴がみられる。その上カイロの中心から離
れており、丘陵地であるという地理的固有性ゆえに、政府の対応や援助も
迅速ではなく、そのような意味で明らかに周縁化された地域でもあった。
この地域に最初に援助活動を始めたのは、積極的な寄付行為を行ったカ
イロ・アメリカ大学の卒業生たちである。彼らの寄付活動は、一時的な飢
えや欠乏を満たす役割を果たしたが、それは決して人々の自立や尊厳を重
視する永続的な援助となることはなかった。慈善的アプローチは往々にし
て、受益者の自立心を育むより、むしろ依存心を助長し、長い眼で見た場
合有効な結果に繋がらない。このことに注目した活動家たちは、貧困解消
のために貧しい人々が主体的に自助努力を行う必要性を認識し、そのよう
な活動の道を模索した。その結果として、とりわけ貧困女性のエンパワー
メントを目指す活動が開始されたのである。そのような目的のために、多
様な経歴を持つエジプトのボランティアが全土から結集して、ファトヘト・
ペイルを立ち上げたのである。この組織の活動の原理は、ボランティアと
受益者の間の、限りない潜在力を信頼した愛情、尊敬、平等の精神である。
この組織のかかげている理念を、その公式文書から抜粋すると次のよう
になる。
①当活動は100％のボランティア活動に基づいている。
②国内の寄付のみを活用する。
③世界で最初の無利子のマイクロ・ローン・プログラムを展開する。
④慈善よりもエンパワーメントを志向する。
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⑤経済的エンパワーメントに集中するばかりではなく、社会的・教育
的・文化的エンパワーメントにも焦点を合わせ、経済開発とその他
の支援活動を推進する全体的なアプローチを行う。
次いでこの組織の活動内容を、3点だけ述べることにする。
A．経済開発
「慈善行為は人々をエンパワーすることにはならない」、との認識から
出発した活動のコアは経済開発である。讐えていうならば「ある人に一匹
の魚を与えるならば、その人を一日養うことができるが、魚釣りの手ほど
きをするならば、一生養うことができる」ということである。すなわちマ
イクロ・ローン・プログラムは、経済面におけるエンパワーメント達成へ
の鍵となるものである。その理念は、上述したユヌスのグラミン銀行モデ
ルを採用して、コミュニティーの特別な二一ズを反映した活動を展開する
というものである。
マイクロ・ローンを貸与するのは、主として貧困女性に対してであり、
それに当たって融資を有効に生産活動に投資し、かつ現金収入を生み出す
活動を促すために250－350£E（約5000－7000円）の小口融資を行う。こ
のような起業を志す個人に融資を行い、毎週一定額を返済するが、あらか
じめ決められている2人以上4人を1グループとしてグループ全員が一緒
に返済を行う。つまり通常の銀行システムにおける担保の代わりに連帯保
証制をとるのである。グループの一員が返済不可能な時は、他のメンバー
が肩代わりして返済する。女性たちは少なくとも3つのローン・グループ
を組織化するよう要請される。担当ボランティアは借り手にプロジェクト・
デザインの作成を指導し、その履行を達成できるように支援する。具体的
に借り手は担当ボランティアから毎週面接を受けると同時に、その都度返
済を行っていくことが義務づけられている。
定期的に返済を履行するために、仲問からのプレッシャーが連帯保証制
を支える。その結果、各自バラバラであったコミュニティーにおける意識
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が変容したのである。このような返済ローン・システムは、無利子での運
営と同時に、返済時に少額ではあるが一定額の貯蓄を加算して支払うとい
うものである。返済を完遂した時には返済者には一定額の貯蓄ができ、さ
らに完済の報奨金の供与も行われる仕組みになっている。こうして将来へ
のステップを用意して人々を勇気づけるのである。
B．所得向上支援活動
マイクロ・クレジットによる所得向上活動として行われた都市の農業支
援プログラムは、マッシュルーム栽培やウサギの飼育といった事業を展開
してきた。エジプトでは一般的な食物ではないためマッシュルーム栽培は
失敗に帰したが、その他の野菜栽培、ウサギの飼育等は実施され続けてい
る。そもそも農業省がウサギを希望者に分配したことに始まったウサギの
飼育に関しては、カイロ大学農学部の協力により飼育者に飼育に関する教
育、指導が行なわれている。飼育者や栽培者がグループで技術を取得し、
かつ販路を確保することにより、収益が少ないとはいえこのような活動が
持続されているのは、マイクロ・クレジットが運転資金を支えていること
による。この種の活動の延長として、農業関連事業としては野菜、果樹な
どの換金作物の導入、加えて養鶏、畜産なども検討され、実行に移され始
めている。
また雇用プログラムは、訓練を通して女性の雇用創出や所得向上を目指
すが、この場合には市場の確保などの基本的な経済環境の整備が重要にな
る。また市場性のある技能取得のために、他のNGOやトレーニング・セ
ンターなどでの専門家の指導を受けることが奨励されている。例えば
APE（環境保護団体）主催のパッチワークの手芸トレーニング・コースは、
指導者養成の一環として位置づけられているが、既に10人の女性たちを助
成し、修了させている。彼女たちは、ムカッタムでこの技能を他の希望者
に伝授することを要請されている。またミシンのある作業所を設置し、小
物の縫製作業に従事する女性たちに有給で仕事を与え、一方で製品につい
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ては提携している専門店やウェブサイトで販売している。なお所得向上活
動を主体的に取り組んでいる女性に対し、年4回表彰を行い、さらなる前
進を奨励している。
C．その他の活動
女性たちが尊厳を保ち自立した生活を営むためには、経済的側面にとど
まらず、精神的側面との相互作用が肝要であるとの考えから、総合的な女
性のエンパワーメントを試みている。
経済開発だけでなく包括的アプローチを志向しているこの組織は、貧困
層の生活を援助するためのローン以外に、さまざまな支援活動を展開して
いる。教育プログラムとして成人女性クラス、子ども学習クラスが用意さ
れている。成人女性のそれは、読み書き、算数を教えることにより、プロ
ジェクトヘの参加と、エジプト教育省認定資格の取得を目標としている。
しかも単に識字率を上げるのではなく、日々ニュースを読むことにより、
社会問題に関心を持ち認識を深めること、また音楽や文学に触れることに
より教養を高めることを目指している。この他にも健康、栄養、公衆衛生、
女性問題、法律問題等についてのクラスが用意されている。
一方子どもの学習クラスは、英語、数学、科学、アラビア語などの講座
があり、それぞれグレイド1～5に応じて個人教授を行っている。また学
資の不足している子どもの二一ズに応えて学業の継続を可能にするための
奨学金が供与される。
文化開発プログラムには、子どもの造形クラス、ティーン・エイジャー・
トーク・クラスなどがある。前者は子どもに造形一般を教え、住居の壁を
カンバスに見立て実際にペインティングさせると共に、その周辺の植え込
みや道路の清掃をも指導内容としている。子どもたちが、芸術を通して自
己表現能力を学び、感性を向上させる支援なのである。ティーン・エイジャー
・トーク・クラスでは、2人のチューターが少女たちの抱えている問題に
対してみんなで考え、話し合うことによって、あくまでも彼女たち自身に
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よる解決を見出すように指導する。そこでは感じたことを歌や絵に表現す
る仕方や、同時に他人の意見を尊重することを学ぶことが企図されている。
次にファトヘト・ヘイル保健プログラムは、政府の保健サーヴィスが貧
困層に行き届いていない現状を踏まえ、貧困から抜け出せない原因の一つ
に健康問題が存在するという立場から、独自の保健プログラムを展開して
いる。協力病院と連携した基礎保健活動として、婦人科、小児科、および
歯科クリニックを週3回開院している。その他の活動としては、地域住民
から収集した古着を、洗濯、アイロン、補修等をして再生し、それを安価
で販売するチャリティー・バザーを定期的に実施している。
ファンドについては、すでに述べた教育費を支給する奨学金、病気や事
故時の緊急基金などがある。「講」による互助システムの融資も実施して
いる。
以上、この組織の主要な活動内容を挙げた。貧しい人々の生活水準を改
善するためには、多くの種類の「サーヴィス」を提供する必要があること
は周知であるが、そのためには多額の資金が必要となり、必然的にドナー
への依存性が生じる。しかしこの組織は、外国および国際機関の援助を一
切受け入れず、国内のドナーとの平等なパートナーシップを築きながら、
極めて透明性の高い運営を展開している。また多くの開発NGO
の場合、それが成長していく過程で女性たちは、多くの「サーヴィス」を
利用しうるために、結果として組織への依存度を高める傾向がある。しか
しこの組織はメンバーの自立を当初より目標として掲げているため、彼女
たちは活動を通じて自立自存のために、自らの力を発揮していく過程で、
自分自身に対する自信を強めることになり、その結果組織の運営に積極的
に関わっていくようになる。
現地のコミュニティーと組織との関係の緊密さは、この種の活動に最も
重要な要件であるが、互いの信頼の強さを示すものとして、以下に一つの
例を挙げてみよう。とある少女が、交通事故に見舞われた。隣近所の人々
は、この少女の見舞金として小額ずつの募金を行い、その総額は500LE
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に達した。彼らはこの寄付金を、直接少女の家族に手渡す代わりに、この
組織に持ち込み、緊急基金として少女の家族に贈って欲しいと依頼してい
るのである。この種の措置には、この地域特有の事情が隠されている。こ
の社会にはイスラーム的精神、つまり持てるものは持たざるものを援助す
る社会的な心性があり、その一つとしてサダカ（慈善）があるが、これが
行われる際に贈り主の名前を明かさない方が良いとされている。傷ついた
少女のコミュニティーが、直接彼女の家族に見舞金を手渡した場合、受け
取った側は与え手に対して、直接、間接に負い目を感じることになる。こ
れはこの地の人々にとって慈善の精神に反することなのである。』従って見
舞金を集めた代表は、最も信頼の置ける機関，組織にこの善意の金の手渡
しを依頼するが、これは人々のその機関に対する絶対の信頼があって初め
て可能なことなのである。この事例は、この組織の活動が周囲のコミュニ
ティーにいかに深く根付いているかを示す、最も確かな実例なのである。
これはこの組織が、貧困撲滅のためにモノやカネを社会に還流させ、職の
創出に貢献する等の経済的側面のみではなく、精神面での活動でも成果を
上げている何よりの証拠なのである。精神的な側面は経済的活動の活性化
にも深く関わるものであるが、貧困撲滅といった草の根の運動において、
それが果たす役割は極めて大きいのである。
以上貧困撲滅対策として注目を浴びている、マイクロ・クレジット融資
に関する活動について、ユヌスの創案したグラミン・バンクおよびエジプ
トでの政府系とNGOの実態について触れてみた。この活動の特徴として、
以下に4点を挙げておくことにしよう。
第1に、開発および金融のあり方やグローバリゼーションは欧米を基点
として出発しているが、一方でマイクロ・クレジットは途上の国であるバ
ングラデシュを出発点として世界での展開となっている点で対比が際立っ
ている。また前者は富の集中化および格差の拡大化を招来した結果、南北
問題さらに北々問題、南々問題へと展開する傾向を秘めている。他方後者
はいわば前者が創出した格差の是正、貧困の緩和策として考案されたシス
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テムと位置づけることができるであろう。この出所の相違は、開発援助の
方式の相違と密接な関係を持っているようである。
第2に、マイクロ・クレジットは外からの押し付けではなく、住民の主
体性を重視し、住民自らのプログラム展開を行う、つまりヒト中心のパラ
ダイムである点に特徴があるが、このような意図を持たない政府や国際機
関主導の場合は必ずしも成功を収めていない。
第3に、受益者の大半は貧困女性である。欧米起源の構造調整計画は貧
困の女性化現象を進展させており、これに対してマイクロ・クレジット方
式は、貧困撲滅対策として具体的に有効な方策であるといいうるであろう。
第4に、この方式は、経済開発だけでなく生活全般にわたる援助を志向
する、包括的プログラムヘと発展しうる可能性を秘めている。すなわち女
性たちが尊厳をもって自立した生活を可能にするためには、経済的側面と
精神的側面との相互作用を基礎とするエンパワーメントが不可欠である。
このためには、例えば連帯保証制での融資のもつ、経済的問題に留まらな
い効果について留意される必要があろう。それは経済開発に始まって、人
間開発および共同体の開発へと至る波及効果を持っている。
総じてこのシステムは、開始したばかりのエジプトにおいて、今後いか
なる発展を示すのか未だに不明のところか多いが、多くの可能性を秘めた
ものといいうるであろう。
4．おわりに
以上でエジプトを中心とする経済の現状、開発プログラムが進行する中
での女性の経済活動の動向、ならびに現地の人々のそれに対する反応といっ
た点に検討を加えてきた。ところで女性の経済活動に関してとりわけ重要
なのは、その社会生活との深い関連性である。そもそもポランニーは経済
全体について、「人間の経済は、人間同士の社会関係、すなわち地域のコ
ミュニティのなかに埋め込まれている」と述べている。（37）経済行為はそれ
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のみで独立しているのではなく、他の生活を構成する多くの側面と密接な
関わりをもつものであった。それは価格優位の経済計算ではなく、贈与的
なシステムに基づく価値に深く根ざしているのである。とりわけ有償労働
の観点から純粋に計測されがちな男性の労働に反して、女性のそれは贈与
的な領域とより密接に関わり合っている。
ここで女性労働にとって重要な無償労働の典型とされる、家事労働につ
いて若干触れてみよう。当該社会においては、無償労働の代表とされる家
事労働をどのように位置づけているのだろうか。妻の家事労働は、家族の
内部では贈与の原理に基づいて評価される。家庭は有機的な領域として、
市場経済が採用する交換の原理にとらわれない、細分化されることのない
有機的な全体として存在している。金銭的見返りを期待しない贈与の経済
システムにおいては、例えば生活費獲得のために外で働く夫に対するいた
わり、愛情等は積極的に評価されることになる。それによって夫は疲れを
癒し、明日への労働の意欲を取り戻すことができるからである。ここでは
良き妻、良き母であることが自然に推奨されるが、このような夫と妻の関
係は、単純な交換価値で換算されるものではない。生活を営むことは、そ
れにとって不可欠であるが、有償化されえないものを多々含んでいる。例
えば子供を生み育てる営為一つをとっても、それは決して有償化されえな
い性質のものである。慣習、約束事、家族に対する愛情、友情など、貨幣
との交換に属さないものは極めて数多く、多岐にわたっているのであ
る。（38）
イスラーム世界については、関心はもっぱら女性問題に集中される嫌い
があるが、深刻な危機にあえぐ多くの中東イスラーム諸国が難題としてい
るのは、むしろ経済、労働市場、「開発」の問題であり、決して女性だけに
しわ寄せされるものではない。エジプトの経済も、国際機関等による外か
らの援助と共に市場システム化が進行しているが、実際には男女を問わず
その果実を享受しうる者よりも、それからはじき出される者の数の方がは
るかに多く、国民の約50％が困窮状態にあるといわれている。（39）無力な国
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家の公的セクターを前にして、彼らが期待しうるものとしてはインフォー
マル・セクターしか存在しないのである。そしてこの部門を支えているの
は、この地域の経済活動に関する独特の価値観であり、その上に充分なサ
ステナビリティーをもって築き上げられてきた、伝統的な経済活動のシス
テムなのである。それは利潤の最大化のために高い効率を追い求めること
に専念する、有償の経済活動を基礎とする資本主義の論理とは異なり、経
済活動を社会的な側面から切り離さず、無償の要素を重視することによっ
て財の集中を回避し、それを多くの他者に還流させることを主眼とするよ
うなシステムなのである。資本主義的経済の外に弾き出された地域にとっ
て、それを模倣することも必要であるが、同時に伝統的な経済活動の意義
を再評価し、それを活性化する努力も重要であろう。
例えばこの世界の伝統的な経済においては、通商は交渉経済で行われ、
資本主義市場における一物一価の定価経済によるものではない。（4。）それは
経済の分野における差異性の強調、同一率の強い拒否を意味している。そ
れは次のような事情にも反映されている。経済行為においてはヒト、モノ、
カネが介在するが、この経済ではそれぞれ差異的なヒトの優位が常に維持
され、市場経済の場合のように等価で換算されうるモノ、カネがヒトの優
位を脅かすことは絶対にない。中東世界には現行の資本主義におけるよう
な経済発展を、真の社会的発展とみなさず、むしろそれがもたらす矛盾を
根本的に回避しようと努める社会システムが存在する。例えばシャリーア
は、財を必要以上に蓄積し、それを権力の源泉とするような経済行為を志
向することに歯止めをかけている。またここでは労働は、利潤獲得の唯一
の原因とされる。これによって実質的な労働をともなわない経済活動に対
する、禁止措置が取られているのである。労働をあくまでも労働者自身の
ものとする経済は、当然私的所有を認めている。人間は授かった資質を最
大に開花させることを使命としている。その成果が、私的所有というかた
ちで個人に還元される。また不労所得を否定するという意味で、これは利
子の取得、投機の禁止につながる。イスラームの経済の特質は、それが個
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人の労働を所得の基本とみなし、さまざまな局面で不労所得、資本の増大
の機会を閉ざしながら、固有なかたちで社会的な公正を維持している点に
あろう。長い歴史を通じて人々に、自立的な生活のサステナビリティーを
保障してきたイスラーム経済は、財の蓄積によりそれを基礎とする権力の
集中、肥大化を阻止するさまざまな方策を講じているのである。グローバ
リゼーションの進展は、とりわけ低開発地域の人々の生存維持を脅かして
いる。そのような状況においていまや求められているのは、伝統的な相互
扶助、ヒト中心の交渉経済、貧者たちのセーフティー・ネットであるイン
フォーマル・セクターといった経済の仕組みを、トータルな捉えなおしで
あろう。
翻って高度経済発展に続く世界経済のグローバル化に奉仕している日本
において、すべてのモノの商品化現象が嵩じ、その結果すべてに有償の報
酬を求める傾向が強まり、交換経済のシステムがあらゆる場所に浸透して
いる。物質化現象が多くの人々の私的な領域を脅かし、とりわけ個人の再
生の場を侵食した結果、家庭内暴力、非行、子どもの虐待、過労死、病的
ストレスの蔓延、自殺など至る所で激化する傾向にある。こうした事態は
目に見える物質的貧困とは異なり、より深刻な精神的貧困、共同体的貧困
が進行していることを証明するものである。このような事実は、経済的な
先進国においても精神的貧困の深化を阻止するための、必要な措置の検討
が急務であることを告げている。
アマルティア・センによれば、貧困とは以下のようなものである。（41）人
問は自分に賦与されている潜在能力を駆使して、財貨の組み合わせによる
多様な選択を取得し、社会生活を行うが、資源や機会へのエンタイトルメ
ントが阻止されると、潜在能力は基本的な活動を行使することが不可能に
なる。こうした状況が、即ち貧困なのである。上述したマイクロ・クレジッ
ト活動は、草の根の個人に資源や機会を提供することにより、人問の有す
る潜在能力を幅広く活用することを可能にするものである。しかし現在提
示されている貧困解消のための諸案は、底辺にある個人が真に必要として
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いるものへの認識が充分ではなく、実質的な効用に欠ける側面が多い。
公的な援助に頼らず、各自が自己の能力と責任の範囲内で、慎ましやか
ではあるが生存の維持を図るという試みは、それぞれの成員が独占的、排
他的でないような環境を必要としている。イスラーム世界におけるインフォー
マル・セクターは、それ以外の文化圏1ごおける闇経済の部分とはきわめて
異なった、積極的な様相をもっているが、世界の商品化と財の集中を加速
させるグローバリゼーションのさなかで、経済的に後発であるこの世界に
は、フォーマル・セクターの強化と同時に、インフォーマル・セクターの
有効な活用を模索する展開が不可欠であろう。つまりこのようなグローバ
リゼーションに対抗する公正と連帯の関係を構築すること、ならびにその
理念と実践との間に相互補完的、相互影響的関係を構築することが、今後
の貧困の解決と同時に、主体形成の鍵になるといえるであろう。（42）
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